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法定相続分課税方式の疑問点とその打開策
―遺産取得税並びに累積的課税を巡って―
村 松 千恵里
はじめに
「相続」とは，何か。「相続」は，一言でいうと，人の死による物や権利
などの財産の移転である。そして，租税法において，「相続税」は人の死亡
によって財産が移転する機会にその財産に対して課される租税である。
相続税の課税方式には，被相続人の遺産全体を課税物件とする「遺産
税方式」と被相続人から遺産を取得した者の取得した財産に対して課税
する「遺産取得税方式」の二つがある。昭和３３年以来，半世紀にわたっ
て，わが国は両者を併合した「法定相続分課税方式」を採用している。
本稿では，過去及び現在において相続税がどのような考え方に基づ
き，どのような課税方式を採用しているかを明らかにし，２１世紀におけ
る相続税制のあり方を探求する。本稿の主たる目的は，現行課税方式で
ある「法定相続分課税方式」の疑問点を指摘し，その打開策としての相
続税の課税方式を提言することである。
１ 現行課税方式の問題点
（１）相続税の課税根拠と課税方式
相続税の課税根拠は，必ずしも明確ではなく，学説により様々であ
１６１
る。また，相続税はなぜ必要か，という問題について多くの議論が存在
する。相続税の課税方式には，「遺産税方式」と「遺産取得税方式」の
二つの類型があり，課税根拠及び特徴に相違点がある。
遺産税方式は，被相続人の遺産に対して行う財産課税であり，広い意
味で消費税に類似する。英米系の国々で採用している相続税の課税方式
で，遺言執行者を納税義務者にして課税するという特徴がある。この課
税方式では，相続税は遺産に対する債務であるため，遺産の分割前に遺
産の管理人等が相続税の納税義務を果たし，相続税額を差し引いた残り
の遺産を各相続人に分配する仕組みになっている。相続税の課税根拠に
は，①遺産の取得による担税力，②富の再分配，③被相続人の生前所得
の清算課税，④資産の引継ぎの社会化などがあり，遺産税方式は，③被
相続人の生前所得の清算課税や④資産の引継ぎの社会化という考え方に
もとづ
（１）
く。遺産税方式の長所は， 被相続人の一生涯の税負担を清算
するという目的に適合すること， 遺産分割を仮装することによる租
税負担の不当な軽減を防止することができること， 税務行政が容易
であることである。その一方，短所は， 遺産取得者の担税力に即し
た課税ができないことや 遺産分割の方法の如何により税額の変動は
生じないため富の集中抑制ないし分散促進を図れないことであ
（２）
る。
遺産取得税方式は，相続人や受遺者等が富を取得したことに対する課
税であり，所得税に類似する。ドイツやフランスなどの大陸系の国々で
採用している課税方式であり，課税根拠との関連において，①遺産の取
得による担税力という考え方と親和性をも
（３）
つ。遺産取得税方式の長所
は， 財産取得者の個人的担税力を測定して合理的な課税をすること
ができること， 富の集中抑制を図るという相続税制の目的に最も適
合すること， 平等の原則の下に立つ相続法の趣旨に合致することで
ある。その一方，短所は， 相続税の負担軽減を図るため現実と異なっ
た分割を仮装した申告が行われるおそれがあることや 遺産分割の実
態を把握することが実際には容易でないため，適正な税務執行が困難で
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あることであ
（４）
る。
（２）わが国の相続税の軌跡
相続税の歴史を振り返ると，わが国の相続税の課税方式は，興味深い
ことに，創設当初の「遺産税方式」から第二次世界大戦直後のシャウプ
勧告による「遺産取得税方式」へ，そして遺産取得税方式から現行課税
方式の「法定相続分課税方式」へ，と変貌し続けた。２１世紀における相
続税の課税方式のあり方を検討するためには，まず，相続税の軌跡をた
どることが重要である。わが国の時代背景には，どのような政策的意図
が存在していたのか。そして，その政策的意図に対して，どのような考
え方に基づき，どのような相続税の課税方式を採用したのか，について
検証する。
わが国の相続税の軌跡は，五つの時代に大別できる。第一期は，明治
３８年の相続税の創設から昭和２１年までの家督相続を中心とした「遺産税
方式」の時代である。第二期は，昭和２２年から２４年までの第二次世界大
戦後，GHQの占領下でシャベル勧告が提唱した遺産税方式の時代であ
る。第三期は，シャウプ勧告が相続税の抜本的改革を行った昭和２５年か
ら２７年の「遺産取得税方式」の時代である。第四期は，戦後のサンフラ
ンシスコ講和条約が締結された昭和２８年から３２年までの時代である。そ
して，第五期は，昭和３３年から現在に至るまでの遺産税方式と遺産取得
税方式とを組み合わせた「法定相続分課税方式」の時代である。
第一期（明治３８年～昭和２１年）
この時代の相続税は，家督相続を踏まえた「遺産税方式」に基づき，
家督相続に対しては軽く，遺産相続には重く課せられた。相続税は，日
露戦争の膨大な戦費を調達することを目的として創設され，「偶然所得
課税説」に立法根拠をおいていた。偶然所得課税説とは，相続財産の取
得という事実に着目し，それを相続による偶然所得の発生と捉え，その
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所得（財産）に対し，負担能力（担税力）に応じて課税を行おうとするも
のである。わが国において，「富の再分配説」が相続税の課税根拠とし
て登場するのは，第二次世界大戦後のことであ
（５）
る。
第二期（昭和２２年～昭和２４年）
第二次世界大戦後，日本国憲法及び民法の改正により家督相続が廃止
され，相続税は遺産相続に対する課税一本になっ
（６）
た。その具体的な改正
の要点は，①民法の改正に対応して家督相続と遺産相続の課税区分を廃
止したこと，②贈与者の一生を通じた贈与財産の累積額に対して課税す
るという贈与税を創設したこと，③賦課課税方式を廃止して申告納税制
度を採用したことである。この時期の注目すべき点は，現在のわが国の
相続税の課税根拠の一つである「富の再分配」機能が，シャベル勧告に
よって初めて立法者側から課税根拠として示されたことであ
（７）
る。シャベ
ル勧告は，アメリカ合衆国の連邦遺産税制度を模範としつつも，その欠
陥を是正し，より純粋な遺産税方式をわが国に導入することを試みた。
シャベル勧告が，相続税の「所得と富の再分配」という課税目的を，「財
閥による富の集中を抑制すること」として位置づけたのは，戦後，財閥
解体を進めてきた GHQの「財閥の復活防止」という占領政策が影響し
ているからである。それは，当時の日本政府が敗戦直後の急激な悪性イ
ンフレーションに対応するために相続税改正を試みようし，相続税改正
における「民主化」を，憲法の改正に伴い「封建的な家の観念が解消さ
れることになった」として説明したことと根本的に峻別すべき論点であ
（８）
る。
第三期（昭和２５～昭和２７年）
この時代は，明治３８年の創設以来５０年近くにわたって維持されてきた
遺産税方式が遺産取得税方式へと１８０度の転換を見た時代である。昭和
２５年，シャウプ勧告は，「富の集中抑制」を主たる課税根拠とし，世界
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の税制史で初めて，「累積的取得税」をわが国に導入した。「累積的取得
税」とは，これまでの遺産税方式を遺産取得税方式に切り替え，財産取
得者を中心として，取得者が一生を通じて取得した財産すべてを総合累
積して課税する方式であった。具体的には，贈与税も吸収して，相続，
遺贈又は贈与により財産を取得した者に対し，その一生を通じるこれら
の取得財産を累積して，その累積により生じた増差額について課税する
方式であっ
（９）
た。当時の日本政府の「中小資産階層に対する相続税負担の
軽減」という要請とは裏腹に，シャウプ勧告は，シャベル勧告が提唱し
た「富の集中排除」を一層強化し，中小資産階層に対してさらに過酷な
税負担を強いたのであ
（１０）
る。
第四期（昭和２８年～昭和３２年）
サンフランシスコ講和条約の締結により，わが国は連合国の占領から
独立を回復し，相続税制においても，新たな独立の一歩を歩み始めた。
まず，日本政府は相続税制改正の最優先課題として，税負担を軽減する
ための免税点の引き上げと税率の改正に着手した。そして，累積的取得
税における税務行政が困難であることや国民の相続税負担が深刻な社会
問題になっていることを理由に，シャウプ勧告の累積的取得税を廃止
し，遺産取得税方式の相続税と，暦年ごとに財産取得者に課税する贈与
税の二本立てにし
（１１）
た。
このような改正の結果，シャウプ勧告が提唱した累積的取得税は，わ
ずか三年の短命のうちに姿を消した。累積的取得税は，理論的には斬新
的で理想的であったが，実際に導入してみると，当時のわが国の実情に
即しない結果に至ったのである。しかし，金子宏（東京大学名誉教授）は，
「シャウプ勧告は，他の諸国に例のないような先進的内容のものであ
り，わが国の税制は，シャウプ税制によってはじめて近代化されたと
いっても過言ではない。」と，高く評価す
（１２）
る。
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第五期（昭和３３年～現在）
昭和３３年の改正により，「法定相続分課税方式」といわれる現行課税
方式の骨子が構築された。従来の遺産取得課税方式の建前を維持しつ
つ，共同相続人が遺産を民法９００条の相続分の割合により取得したもの
と仮定して算出した税額を，各相続人が相続により実際に取得した財産
の価額に応じて納付する方式，すなわち遺産取得税方式と遺産税方式と
の併用方式である。
注目すべき点は，「相続税制度改正に関する税制特別調査会答申」（以
下，「昭和３２年答申」という。）が，公の立場から初めて，相続税の意義につ
いて明確に述べたことである。昭和３２年答申は，「相続税課税の意義
等」について，①個人の死亡の際に相続税を課税し，その富の一部を社
会に還元することにより富の集中の抑制を行う，②被相続人の生前に受
けた社会及び経済上の各種の要請に基づく税制上の特典その他租税の回
避等による負担の軽減を清算するとし，これらは税制上重要な役割を果
たす，と述べている。一つ目の「富の集中抑制」については，シャウプ
勧告も指摘したが，その考え方は財閥解体後における財閥復活防止のた
めの「富の集中排除」という占領政策に基づくものであった。しかし，
昭和３２年答申が主張する「富の集中抑制」は，現在，相続税の意義とし
て言われる「社会に還元」するためのもので，公的な見解として，初め
て相続税に社会政策的な意味を持たせたのである。また，二つ目の被相
続人の生前の「各種負担の軽減の清算」は，昭和３２年答申が相続税の意
義を「所得税補完」機能と公に捉えたもので，相続税創設時の「被相続
人の一生の税の清算」という遺産税方式の考え方とは本質的に異なる論
点であ
（１３）
る。
（３）「法定相続分課税方式」の仕組み
わが国特有の現行課税方式は，遺産税方式と遺産取得税方式との併用
方式に基づくことから，「法定相続分課税方式」といわれる。法定相続
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分課税方式は，それぞれの相続人又は財産取得者について，その取得財
産価格に課税するため遺産取得税方式に基づいている。しかし，相続税
額の計算過程においては，基礎控除は相続人ごとには適用せず，遺産に
係る基礎控除として，まとめて控除し，相続税の総額を計算するため，
遺産税方式的な考え方も採用してい
（１４）
る。このような法定相続分課税方
式，すなわち遺産税方式をベースとした遺産取得税方式は，相続税法１１
条に根拠を見出すことができ，同条は次のように規定す
（１５）
る。
「相続税は，本節に定めるところにより，相続又は遺贈により財産を
取得した者の被相続人からこれらの事由により財産を取得したすべての
者に係る相続税の総額（以下本章において「相続税の総額」という。）を計算
し，当該相続税の総額を基礎としてそれぞれこれらの事由により財産を
取得した者に係る相続税額として計算した金額により，課する。」
すなわち，法定相続分課税方式のもとでは，相続税の課税価格に相当
する金額の合計額からその遺産に係る基礎控除額を控除した金額を，相
続人の数に応じた相続人が民法９００条（法定相続分）及び９０１条（代襲相続
分）の規定による相続分に応じて取得したものと仮定した場合における
その各取得金額（当該相続人が，１人である場合又はない場合には，当該控除し
た金額）に相続税率を適用して，まず相続税の総額を計算する（相続税法
１６条）。そのうえで，その相続税の総額を各相続人及び受遺者に，その
者が相続又は遺贈によって取得した財産の価額に応じて按分し，負担す
べき相続税を計算する（相続税法１１条以下
（１６）
。）。
（４）問題点
現行の「法定相続分課税方式」には，①水平的公平性の問題，②相続
財産の事後変動と加算税の問題，③小規模宅地等の評価減の特例措置や
農地等の納税猶予制度の特例効果の問題，④連帯納付義務の問題，そし
て⑤その他の問題がある。
法定相続分課税方式の疑問点とその打開策
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①水平的公平性の問題
現行課税方式には様々な問題があるが，納税者の多くが容認できない
のは，相続によって取得した財産的利益に対する課税において，水平的
公平が維持されていないことであ
（１７）
る。租税法における「水平的公平の原
則」とは，同一の状況に置かれている者を税制が等しく取り扱うこと
（equal treatment for similarly circumstanced taxpayers）を意味し，シャウプ勧告の
いう「コンセンサス基準」の一つであ
（１８）
る。現行課税方式には，取得した
財産が同額であっても，被相続人の遺産の総額によって，税負担が異な
るという水平的公平の問題がある。具体的には，現行の相続税法が，遺
産取得者課税を前提にしつつも税負担総額は各相続人の実際の取得にか
かわらず法定相続人の数と法定相続分によって一律に算出する「法定相
続分課税方式」を採用しているため，個々の被相続人の状況によって
は，同額の相続財産を取得した場合でも，遺産の総額の大小や法定相続
人の数によって税額が異なるという結果を招いているのであ
（１９）
る。さら
に，相続税の基礎控除の定額部分は，昭和３２年答申において，財産を分
割することが困難な農家及び中小企業の相続を考慮し，一定額を基礎的
に控除する趣旨で設けられたものであるが，その後の各種の特例に伴
い，創設当初の意義は低下している。
②相続財産の事後変動と加算税の問題
現行課税方式では，遺産の一部の存在を知らずに申告し，後日，新た
な財産を発見した場合，遺産額全体が変わるので，新たに財産を取得し
ない相続人の相続税負担も上昇することになる。新たに財産を取得しな
い相続人からすれば，自分の財産が増えないのに相続税負担だけ増え，
しかも申告手続きをやり直さねばならない（通則法１９条）ことに強い抵抗
があ
（２０）
る。特に相続人間が親しくないときはこの矛盾は著しいし，相続人
以外で特定遺贈や死因贈与の受贈者となった者には，その不合理さはさ
らに著しくなる。三木義一（立命館大学法科大学院教授）は，「昭和３２年答
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申による相続税の課税方式の変更がこのような矛盾を生み出してしまっ
たのである。」と，指摘す
（２１）
る。
③小規模宅地等の評価減の特例措置や農地等の納税猶予制度の特例効果
の問題
現行の法定相続分課税方式では，事業用宅地や居住用宅地の減額特例
措置に基づく課税価格の減額分が遺産総額から控除されるため，事業等
を承継しない他の共同相続人の相続税をも軽減する効果があ
（２２）
る。そのた
め，事業承継制度の趣旨や課税の公平性の見地からは，現行方式はそぐ
わない。また，農地等の納税猶予制度については，現行課税方式が遺産
総額を基にして相続税額を算出する構造を採っているため，納税猶予の
厳しい継続要件を守り続けなければならないのは農業相続人であるにも
かかわらず，農業相続人以外の相続人の相続税負担をも減額する効果が
ある。その一方で，農業相続人が農地等の納税猶予の要件を満たさない
場合には，農業相続人以外の相続人は，もともと負担すべきであった相
続税額を負担することになるため，不合理な制度であ
（２３）
る。
④連帯納付義務の問題
相続税法３４条は，同一の被相続人から相続又は遺贈により財産を取得
した相続人等は，その取得財産の利益の範囲において，互いに連帯納付
の責任があるとする旨を規定する。この連帯納付義務は，相続税につい
てのみ規定する制度であり，相続税の創設以来，続いている。
連帯納付義務の制度は，理論的には遺産税方式に基づくものであり，
遺産を取得した共同相続人相互の強い連帯関係を背景にしなければ合理
化できない。遺産税方式の下では，被相続人の遺産自体を課税物件とす
るため，共同相続人が連帯して相続税納税義務を負うことは，ごく自然
である。しかし，現行の法定相続分課税方式は，遺産取得税方式を建前
としつつ，相続税の総額を計算する過程では遺産税方式の考え方に基づ
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くため，連帯納付義務は相当に違和感のある制度である。三木教授は，
「連帯納付義務制度は，遺産そのものに着目する遺産税方式の下ではと
もかく，遺産取得税方式に切り替わったシャウプ税制で本来は廃止すべ
きであった。税額総額を徴税し得るために連帯債務を用いるというの
は，徴税の便宜にあまりにも傾斜している制度である。」と，指摘す
（２４）
る。
⑤その他の問題点
その他に次の問題点がある。
第一に，法定相続分課税方式の下では，取得した財産に対して相続税
額がいくらかになるかは，納税義務者だけの事情からは決まらず，被相
続人の相続財産の価額に影響される。したがって，相続人間で争いがあ
り，相続財産の把握が困難な場合には，適正な相続税の申告をすること
ができな
（２５）
い。
第二に，現行相続税制においては，富の再分配を促進する遺産取得税
方式を基調とする，と一般にいわれるにもかかわらず，遺産取得者の担
税力に即した課税を行うという要請は大きく後退している。なぜなら，
法定相続分課税による遺産取得税方式では，相続税の総額が民法による
法定相続分に基づいて決定され，かつ固定されるため，法定相続人の数
が多ければ多いほど，基礎控除等の諸控除を活用して相続税の総額を軽
減することが可能であるからである。昭和６３年の相続税法改正（相続税
法１５条２項，６３条）は，このような，いわゆる，節税養子に対する立法措
置として相続税法上の法定相続人にカウントできる数を制限する規制を
設けたが，現行課税方式が続く限り，類似の租税回避行為は行われるお
それがあ
（２６）
る。
第三に，法定相続分課税方式では，シャウプ勧告のように相続税と贈
与税を統合している部分もあるが，相続開始前の贈与資産の相続財産へ
の算入期間（生前贈与加算の期間）が，他国と比べて過去３年と短い。そ
のため，財産の移転のタイミングの変更に伴って租税負担の変化が生じ
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るおそれがあり，経済的中立性や公平性を確保する観点からは，法定相
続分課税方式は望ましいとはいえな
（２７）
い。
２ 課税方式についての先行研究
（１）主要国における相続税の現状
相続税制は，相続法や相続に対する国民の意識や考え方に影響される
ため，他の租税と比べて諸外国の制度を比較することは必ずしも容易で
はない。しかし，主要国の相続税の現状を考察すると，いくつかの共通
点があることがわかる。第一に，各国の租税収入に占める相続税のウエ
イトは共通して低い。それにもかかわらず，相続税を廃止した国を含
め，相続税に関する議論が活発であるのは，「相続税」という租税の特
殊性があるからである。第二に，各国の相続税の現状は，大きな流れと
して，相続税負担を軽減・廃止しようとする傾向にあ
（２８）
る。その代表例が
アメリカ合衆国の２００１年減税法である。しかし，このような相続税廃止
の国際的潮流は，わが国の相続税改革の考え方とは大きく異なる。わが
国では，民主党政権が少子高齢化社会における社会給付制度の充実化を
図るため，現行の法定相続分課税方式から遺産税方式へ変更することを
マニフェストに掲げている。さらに，相続税の基礎控除を下げるととも
に税率を上げて，より広い範囲の相続人に相続税負担を求める制度設計
を試みようとしている。
前述したように，相続税の課税根拠には，①遺産の取得による担税
力，②富の再分配，③被相続人の生前所得の清算課税，④資産の引継ぎ
の社会化などの考え方がある。課税方式との関係でいえば，アメリカ合
衆国やイギリス等が採用する遺産税方式は，③被相続人の生前所得の清
算課税や④資産の引継ぎの社会化という考え方に親和的である。また，
ドイツやフランス等が採用する遺産取得税方式は，①遺産の取得による
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担税力や②富の再分配という考え方に親和的である。
①遺産税方式を採用する国
アメリカ合衆国は，遺産税方式を採用する典型的な国であり，遺言執
行者を納税義務者にして課税する特徴がある。相続税は，遺産に対する
債務であるため，遺産の分割前に遺産の管理人等が相続税の納税義務を
果たし，相続税額を差し引いた残りの遺産を各相続人に分配する。
１９７６年の改正により，連邦遺産税は連邦贈与税と一体的に制度化して
いるため，共通した統一税額控除（applicable exclusion amount）が認められ
ている。具体的には，人の一生のうち，生前の贈与と死亡時の相続をす
べて累計して，累進税率にもとづく統一財産移転税の税額を計算し，統
一財産移転税額控除を適用する。この統一税額控除は，贈与税及び遺産
税を共通する税額控除であり，同一年度内においては，まず贈与税の算
定に適用し，未了がある場合に遺産税に適用する。わが国のように基礎
控除後の金額に税率表を適用するのではなく，税率表を適用した後に統
一税額控除を適用するのである。このような課税最低限の連結は，遺産
税と贈与税が補完的に位置付けられていることの証しであ
（２９）
る。
アメリカ合衆国では，クリントン政権末期から連邦遺産税の廃止が議
論されていた。そして，政権交代後のブッシュ Jr．政権において２００１年
減税法（The Economic Growth and Tax Relief Reconciliation Act of 2001, “2001 EG-
TRRA”）が成立し，２００１年から１０年間で，総額１兆３，５００億ドルを減税す
るという，１９８０年代のレーガン政権による税制改革以来の大規模な減税
政策が実施され
（３０）
た。実際に，２０１０年にアメリカ合衆国の連邦遺産税は，
一年間廃止された。この減税法の導入により，アメリカ合衆国は，１０年
間という期限付きの「時限法」ではあるが，遺産税廃止に向けて一歩踏
み出したことを示唆したのである。しかし，オバマ政権に代わった現在
でも，同国では遺産税の廃止又は存続をめぐる議論が依然として続いて
おり，その動向に世界が注目している。
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②相続税を廃止した国
OECDの統計によれば，加盟国中，遺産・相続税収が存在しないの
は，カナダ，オーストラリア，ニュージーランド及びメキシコである。
このうち，カナダについて考察する。
カナダの連邦政府は遺産税及び贈与税を１９７１年に廃止し，州政府は
１９８６年のケベック州を最後に，州の相続税を廃止した。連邦政府は，遺
産税及び贈与税の廃止に伴い譲渡所得課税を開始し，死亡時に資本財産
が処分されたものとみなして譲渡所得に課税する制度を導入した。カナ
ダにおける相続税の廃止の理由には，①譲渡所得のみなし実現課税の導
入と遺産税との組み合わせが二重課税となり，過大な課税負担となった
こと，②廃止直前には，連邦遺産税は既に７５％を州に譲与しており，連
邦税の大幅な減税でも，負担はそれほど大きくないこと，③アルバータ
州とサスカチュワン州が既に遺産税を返還していたため，連邦法による
統一的な制度の維持が不可能であること，④遺産・相続税の主たる目的
は歳入であったため，１９７１年法のみなし実現による譲渡所得課税制度の
導入により遺産・相続税は必要でなくなったことなどがあ
（３１）
る。
一高龍司（京都産業大学助教授）は，カナダでは遺産税及び相続税の廃
止後も，税収ではなく富の再分配機能に存在意義を見出し，連邦レベル
での統一的な遺産・相続税の復活を唱える議論が活発化している，と指
摘する。比較的最近では，Ontario Fair Tax Commissionの報告書が，「公
平（fairness）」の観点から，富に対する課税（遺産・相続税，贈与税に加え財
産保有税を含む）についてまとめた検討を加え，結論として国家レベルで
（連邦政府又は全州一致して）の遺産・相続税の復活を提唱してい
（３２）
る。
③遺産取得税方式を採用する国
ドイツは遺産取得税方式を採用する典型的な国で，相続税や贈与税の
納税義務者は財産の取得者である。ドイツ相続税法は，納税義務者を被
相続人との関係によって分類し（ドイツ相続税法１５条），納税義務者の課税
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クラスに基づいて相続税・贈与税の基礎控除等及び税率を定めている。
また，ドイツは，過去に取得した財産を考慮する累積的課税の仕組みを
採用している。ドイツ相続税法１４条１項は，相続税額または贈与税額の
計算上，同じ者から過去１０年以内に取得した財産は累積課税の対象にな
ることを規定している。累積的課税は，過去に取得した財産の価額を今
回の取得に合算し，税率を適用して税額を算出し，そこから過去の取得
に係る税額を控除する仕組みである。過去に取得した財産は，取得時を
基準として評価し，税額控除額は，想定控除税額，すなわち現在の基礎
控除や税率を過去の取得に適用して得た金額により算定する。ただし，
実際の税額の方が高い場合には，実際の税額を控除する。このような
ケースは，法改正により税率が変わったときや，過去の取得時と今回の
取得時とで取得者の課税クラスが異なるとき等に起こりうる。なお，税
額控除しきれない金額があったときでも，還付はされない。あくまで課
税対象は今回の取得であるので，還付ということはありえないという考
え方に基づくからであ
（３３）
る。
（２）先行研究による見解
法定相続分課税方式の問題点を踏まえ，近年，わが国では相続税の課
税方式の見直しが議論されている。相続税の課税方式に関する先行研究
には，①現行課税方式の「法定相続分課税方式」を支持する見解，②相
続税を廃止すべきとする見解，③遺産税方式の採用を支持する見解，④
遺産取得税方式の採用を支持する見解がある。
①現行課税方式の「法定相続分課税方式」を支持する見解
昭和３２年答申を起草し，法定相続分課税方式を成立させた責任者の一
人である塩崎潤氏は，現行課税方式を支持し，今，簡単に，かつてシャ
ウプ勧告が提唱した遺産取得税方式に戻ることは難しい，と説く。塩崎
氏によれば，現行相続税制が抱える問題は，課税方式そのものではな
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く，相続人が相続税を現金で納められないため，土地の物納による手段
を取らざるを得ない状況に置かれていることにある。そのため，わが国
の相続税制は，法定相続分課税方式を維持しつつ，基礎控除金額や税率
構造を見直すことにより改善すべきである，と指摘す
（３４）
る。
②相続税を廃止すべきとする見解
相続税を既に廃止したカナダやオーストラリアをはじめ，アメリカ合
衆国でも，近年，相続税の負担を軽減又は廃止する方向に動いている。
しかし，わが国では，ほとんど相続税の廃止論は唱えられていない。唯
一，廃止論を提言するのは武田昌輔（成蹊大学名誉教授）並びに新井隆一
（早稲田大学名誉教授）である。
武田教授や新井教授は，相続税の負担を軽減又は廃止するという世界
の主要国の流れに沿って，わが国でも相続税を廃止すべきである，と主
張する。その主な理由は，相続税には明確な課税根拠がなく，不公平な
租税であることや，税収が他の租税に比べて少ないにもかかわらず，賦
課徴収のコストが非常に大きいことである。
武田教授は，従来，相続税が一部の富裕層に対してのみ課税されてい
たものが，現在では一般大衆にも課税されていることに問題がある，と
指摘す
（３５）
る。そして，今後の相続税のあり方を考える時，哲学を持ってど
うすればいいのかを検討すべきである，と提言する。根本的なことは，
相続という制度を今後どのようなものとすべきであるかということであ
り，これに対して税がどのように対応すべきか，ということであ
（３６）
る。ま
た，新井教授も，「相続」の本当の意味，真の意義がわからないでは，
「相続税」の本質，あり方，ありよう，などを明確にすることは，実は，
できないといわなければならない，指摘す
（３７）
る。
③遺産税方式の採用を支持する見解
民主党政権は「遺産税方式」への転換を検討している。民主党政権が
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提案する遺産税方式は，世代間格差縮小の観点から相続税を見直すべき
との考えが出発点としてあり，寄付による社会への還元といった格差の
固定化に結び付かない行為を促す観点から発生したものであ
（３８）
る。
三木教授は，相続税廃止の国際的潮流の中で，民主党政権が相続税を
維持すべきだとしている姿勢は評価してよい，と述べる。しかし，民主
党政権が主張する遺産税方式への課税方式の見直しというのは，一体何
を意味するのか。三木教授の見解は，次のとおりであ
（３９）
る。第一に，民主
党政権の相続税改革の基本的視点は，相続税の納税義務者が少なすぎる
という点にある。普通のサラリーマン家庭では，相続税は課税されるこ
とはなく，１００件の相続があっても４件程度しか課税されないのが現状
である。加えて，この基礎控除額は地価が高騰したバブル期に設定され
たものであるため，そろそろ引き下げてもよいと評価する。第二に，民
主党政権は，基礎控除額を引き下げると共に課税方式も遺産税に転換
し，被相続人が残した財産の最後の清算として相続税を課税し，その財
源を高齢者の年金財源にしようという構想がある。一定額以上の遺産を
残すことのできた人は，社会の恩恵があったからであり，亡くなるとき
にはその財産の一部を社会に還元してもいいではないか，という発想で
ある。
④遺産取得税方式の採用を支持する見解
多くの研究者や実務家は，遺産取得税方式の採用を支持する。遺産取
得税方式では，個々の相続人に対し，その取得した財産の額に応じた累
進税率を適用するため，各々の担税力に応じた課税をすることができ
る。また，遺産取得税方式は，相続税の水平的公平を保つことができ，
富の集中抑制を図るという相続税の課税目的に最も適合する。小池正明
（税理士）は，個人主義的な考え方が強い今日では，相続税の課税に際
しても所得税と同様の水平的公平が指向されるべきである，と指摘す
る。現行の課税方式では，納税者が求める「公平」が実現できず，現行
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課税方式が抱える様々な問題点を解決するためには，個々の相続人ごと
に基礎控除を適用し，それぞれの取得財産価額に税率を乗じる完全取得
課税方式による以外に方法はない。もともと相続による財産取得は，一
時的な不労所得であり，その利益に課税する考え方は納税者の自然な感
覚に一致する。したがって，相続税の課税方式も所得課税と同様の個人
単位課税に移行すべきであ
（４０）
る。
また，金子教授は，相続税の水平的公平について，次のように指摘す
る。公平の基準は均分相続の場合と比較して税負担が重いものかどうか
ではなくて，同じ金額の財産を相続した他の人びとと比較して税負担が
重いかどうかでなければならない。そして，等しい状況にある人びとの
間の負担の公平は，純粋な遺産取得税体系の下でのみ維持されるのであ
（４１）
る。
３ 課税方式と相続税制のあり方
（１）少子高齢化社会と今後の相続税制
先行研究が支持する相続税の課税方式には，異なる視点において，そ
れぞれ長所及び短所がある。どの課税方式を選択することが望ましい
か，と提言する前に，まず，今後のわが国の相続税制をどのようにすべ
きか，考える必要がある。
わが国では，急速に少子高齢化が進んでいる。少子高齢化の進展は，
相続税及び贈与税による世代間の資産移転税制のあり方についても影響
を与える。高齢化の進展は，財産の取得時期が相続人のライフサイクル
の後半にシフトすることを意味する。相続人が相続財産を取得する時に
は，既にある程度の資産を蓄積しているため，従来の相続における「相
続財産により相続人の経済的基盤を形成する」という意味合いは薄れつ
つある。そして，少子化の進展により相続財産を分割すべき子供の数が
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減少すれば，相続財産の規模による経済格差の重要性が増すため，相続
税の強化により経済格差の世代間継承を抑制する必要性が大きくな
（４２）
る。
平成２２年の民主党による政権交代が，今後の税制の構築にどのような
影響を与えるのか，注目したい。田中治（大阪府立大学教授）は，相続税
の方向性について，次のように述べ
（４３）
る。
一つの可能性は，少子高齢化社会に対応した，「相続税の大衆課税
化」である。高齢社会の進展や各種の福祉施策の実施の必要性が高まれ
ば，相続税についても増税圧力は強まるものと推測する。また，もう一
つの可能性は，現行の法定相続分課税方式の維持または遺産税方式への
傾斜を前提として，相続税の課税の根拠に関して，資産の引継ぎの社会
化の要請が強まることである。そして，今後の日本の進路が，新自由主
義的な「小さな政府」を志向するところから，高福祉高負担の方向に傾
斜するとするならば，相続財産について社会的財産または公的財産とし
ての位置づけが強まるであろう。
今後，民主党政権がこのような相続税の性格，目的に関する新たな理
念をどのような形で提出するか，そして，国民がそれを受容するかは必
ずしも明確ではない。田中教授によれば，アメリカの議論の中には，今
後の相続税のあり方として，①相続税負担を私的な相続を抑制するため
ではなく，社会保障の平等の観点から，人生の出発点において，すべて
の個人に対してその生育のための金銭的な手段を与えることに寄与する
という政府支出に関連づけて，いわば社会的相続（“social inheritance”）と
して位置づけるべきである，②遺贈や贈与につき，贈与者や受贈者等の
両者の関係性によるのではなく，その相続人または受贈者が，富裕な家
庭に生まれたという文字どおりの幸運による場合と，その者の選択によ
る場合とを区別し，前者の場合の財産には課税すべきである，などの考
え方があ
（４４）
る。
田中教授が述べるように，実際に，平成２３年度相続税税制改正の焦点
は，基礎控除の引き下げと税率の引き上げである。基礎控除を現行の
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「５，０００万＋１，０００万×法定相続人の数」から「３，０００万＋６００万×法定相
続人の数」へ引き下げれば，ほとんどの場合に相続税が課税されること
になる。岩下忠吾税理士は，このような相続税の大衆課税化や社会的相
続の考え方に対して，懸念を表明する。昨年の秋，横浜の東京地方税理
士会館の研究室で先生にお会いしたところ，岩下先生は，相続税制が歩
んできた歴史に触れ，個々の相続人がそれぞれの相続分を主張する現代
の個人主義的な考え方は，戦後の資本主義経済の発展に伴うことであ
り，当然の結果である，と述べた。資本主義経済の下で金持ちと貧しい
ものとの間に格差が生まれるのは，致し方ないことであり，決して否定
することではない。これからの少子高齢化社会では，相続財産の規模に
よる経済格差がますます大きくなることが予想されるであろう。そこ
で，相続税制に求められるのは，個々の相続人が取得した財産に担税力
を見出して課税することにより，富の集中抑制を図ることや水平的公平
を保つことである，と提言する。そして，より多くの人びとがこれから
の時代背景に沿った相続税制のあり方を真剣に考え，議論することを望
む，と述べ
（４５）
る。
この富の集中抑制を図るという考え方は，偶然の理由による富の増加
（不労所得）に担税力を見出して相続人に課税し，「公平」を保つことで
ある。高山憲之（武蔵大学講師）は，相続税と贈与税の特徴及び目的を「何
の対価も支払わず無償で取得した財産に対して，経済力の集中を排除す
るために，取得時点で賦課される租税（“anti-concentration tax on windfall as-
sets”）」と，要約す
（４６）
る。
「公平」の原則は，税制の基本原則の中で最も大切なものであり，様々
な状況にある人びとが，それぞれの負担能力（担税力）に応じて分かち
合うという意味である。この「公平」の原則には，等しい負担能力のあ
る人には等しい負担を求めるという「水平的公平」と，負担能力の大き
い人にはより大きな負担をしてもらうという「垂直的公平」とがあ
（４７）
る。
私見によると，今後の少子高齢化社会に対応する相続税制は，偶然の
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原因により取得した財産に担税力を見出し，富の集中抑制や公平を重視
したものでなければならない。したがって，相続税を年金財源のために
大衆課税化すべきではなく，相続財産を社会保障の平等のために社会的
財産または公的財産として位置づけるべきではない。相続税の大衆課税
化は，今まで，相続税とは無関係であった一般庶民や普通のサラリーマ
ン家庭に相続税の負担を強いることを意味する。相続税収が税収総額に
占める割合が少ないにもかかわらず，相続税を少子高齢化社会における
年金の財源とすることには，無理がある。仮に相続税の目的を社会保障
の平等と位置付けるとして，被相続人が勤労意欲を持たないために財産
を形成することができない貧しい人であった場合，社会はどうすべきな
のか。どのように公平の原則を遂行すべきなのか。
今後の相続税制が何を目的とするかということを念頭に置きながら，
次の節では，わが国の情勢に最も適合する課税方式を提言する。
（２）「遺産取得税方式」の提言
昭和３２年答申を起草し，法定相続分課税方式を成立した責任者の一人
である塩崎氏は，「今，簡単に，かつてシャウプ勧告が提唱した遺産取
得税方式に戻ることは難しい。」と主張する。そして，わが国の相続税
制は，法定相続分課税方式を維持しつつ，基礎控除金額や税率構造を見
直すことにより改善すべきである，と提言する。しかし，法定相続分課
税方式が抱える様々な問題点を，基礎控除や税率構造などの「小手先の
トリック」により解決することができるのであろうか。
本稿で述べたように，わが国が法定相続分課税方式を導入したのは，
今から５０年以上も前である。昭和３２年答申が掲げた論点のほとんどは，
相続人間の利害が対立し，分割の慣習が確立している現代社会には，適
合しない。筆者が，相続税の相談や相続税申告書の作成に携わった際
に，身をもって体験したことは，納税者が現行課税方式をよく理解でき
ないことである。その原因は，法定相続分課税方式による相続税額の計
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算方法が，遺産取得税方式と遺産税方式の併用であるからである。
法定相続分課税方式では，実際の遺産分割がどのようになされよう
と，相続人全体で負担する相続税額の総額を計算する。そして，この相
続税額の総額を実際の相続分に応じて各相続人に按分する仕組みであ
る。具体的には，相続税の課税価格の合計額から基礎控除を差し引いて
残額があった場合に，その残額を法定相続人の全員が民法の法定相続分
の割合に従って取得したものと仮定して，その金額を求める。その各金
額に税率表を適用して税額を算出し，仮定の下での各法定相続人の税額
を求める。そして，その１人１人の税額を再び合計し，これを「相続税
の総額」とする（相続税法１６条）。最後に，相続税の総額を，実際に取得
した財産の課税価格の割合によって，各相続人及び受遺者に按分し（相
続税法１７条），それぞれの者が負担すべき相続税の額を求める。
相続人は，遺産分割協議に基づいて自分が取得した財産を明確に把握
しているのに，なぜ民法の法定相続分に基づいて財産を取得したものと
仮定してこのような相続税の総額を計算するのか，理解できないと言
う。そして，何のために，このような仮定計算をしなければならないの
か疑問に思う，と言う。筆者も，同様である。遺産分割の慣習が確立し
ている今日では，法定相続分課税方式は，もはや適合しないのではない
か。金子教授も，「昭和３３年の法定相続分課税方式への改正は，制度の
改革に逆行するものであった。」と，批判す
（４８）
る。
私見によると，法定相続分課税方式の根本的な問題は，水平的公平が
維持されていないことにある。「水平的公平の原則」は，同一の状況の
置かれている者を税制が等しく取扱うこと（“equal treatment for similarly cir-
cumstanced taxpayers”）を意味し，シャウプ勧告のいう「コンセンサス基準」
の一つであ
（４９）
る。このような水平的公平性の問題を，基礎控除や税率構造
などの「小手先のトリック」により解決することは，不可能である。し
たがって，法定相続分課税方式は直ちに廃止すべきである。
次に，今後の相続税制を考えるとき，主要国の動向に同調して相続税
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を廃止すべきであるという見解がある。武田教授や新井教授は，相続税
の課税根拠には明確なものがなく，不公平な租税である，と主張する。
そして，高い徴収コストに対して少ない税収を考えると，相続税は廃止
すべきである，と提言する。しかし，私見によると，相続税を廃止して，
所得税の譲渡所得課税として取り扱うことには，問題がある。
課税技術上，相続税を廃止し，譲渡所得課税として取り扱うことは可
能であろう。しかし，相続による財産移転は，通常の譲渡による財産移
転とは，異なる性格が内在する，という根本的な違いがある。首藤重幸
（早稲田大学大学院教授）が主張するように，相続税は，遺産を残したい
とする被相続人の願望等と人生の初期条件は同一であるべきとの正義の
観念との調整によって生み出される，「社会的許容限度内での人生の初
期条件の公平化」という目的に正当性（租税の根拠）を有する租税であ
（５０）
る。課税根拠が異なるにもかかわらず，相続による財産移転を，通常の
譲渡による財産移転の「譲渡」という所得税の同じ枠組みの中で取り扱
うことは，相続税の制度的根拠を否定することになる。
また，私見によると，相続税は徴収コストや税収で判断すべきではな
く，富の再分配機能に存在意義がある租税である。相続税を廃止すれ
ば，大富豪はさらに大富豪となり，貧富の差が拡大する懸念がある。今
後の少子高齢化社会では，財産の世代間継承による経済格差が大きくな
るため，相続税の強化により富の集中を抑制する必要がある。実際に，
カナダでは，遺産税及び相続税の廃止後も，税収ではなく富の再分配機
能に存在意義を見出し，連邦レベルでの統一的な遺産・相続税の復活を
唱える議論が活発化している。金子教授も，「シャウプ勧告の哲学であ
る，公平とかは税のゆくえの監視とか，そういう考え方はこれからも
ずっと維持していくことが必要である。……公平ということを絶えず言
い続ける必要がある。」と，明言す
（５１）
る。
近年，民主党政権は，税制改革として，富の一部を社会に還元する考
え方に立ち，「遺産税方式」への転換を検討すべきであると表明してい
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る。民主党政権の相続税改革の基本的視点は，相続税の納税義務者が少
なすぎるという点にある。基礎控除額を引き下げると共に，課税方式を
遺産税方式に切り替えることで，被相続人が残した財産の最後の清算と
して相続税を課税し，その財源を高齢者の年金財源にする，という構想
である。そして，一定額以上の遺産を残すことができた人は，社会の恩
恵があったからであり，亡くなるときにはその財産の一部を社会に還元
してもいいではないか，という発想であ
（５２）
る。
しかし，私見はこのような民主党案に賛成できない。第一に，民主党
案は，相続税の課税方式を変えるということは，相続税の課税根拠も変
わるという根本的な論点を軽視しているからである。財務省が発表した
国税・地方税の内訳をみても，相続税収が税収総額に占める割合は，僅
か１．８％であり，自動車税の２．１％とあまりかわらないのが現状であ
（５３）
る。
それにもかかわらず，一般庶民に相続税を課税して，相続税を少子高齢
化社会における年金の財源とするのは，無理な発想ではないか。
そして，民主党案に賛成できない第二の理由は，遺産税方式への変更
は日本の相続法に弊害をもたらすことである。首藤教授が述べるよう
に，各国の相続税の課税方式は，その国の相続法の構造と決定的な結合
関係を有する。各国の相続税制の差異は，法的には民法の差異によって
導かれているといっても過言ではな
（５４）
い。具体的には，遺産税方式を採用
するアメリカ合衆国やイギリスでは，相続開始があると，遺産はすぐに
相続人の共有とはならず，いったん遺産を清算した後，残余財産を相続
人が取得する仕組みになっている。これに対して，日本の相続法は相続
開始と同時に遺産が相続人の共有になり，債務も相続人に承継される。
このようなわが国の相続法の下で，遺産税方式の導入を強行すること
は，あまりにも無理があると言わざるを得ない。
結局，先行研究に基づく課税方式を具体的に検討した結果，法定相続
分課税方式が抱える問題点は，① 現行課税方式を支持する見解，② 相
続税を廃止すべきとする見解，並びに③ 遺産税方式の採用を支持する
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見解では，解決できないのである。私見によると，唯一の打開策は，④
の遺産取得税方式の採用を支持する見解である。
先に述べたように，法定相続分課税方式の根本的な問題は，水平的公
平が維持されていないことである。遺産取得税方式は，個々の相続人に
対し，その取得した財産の額に応じた累進税率を適用することができ，
各々の担税力に応じた課税をすることが可能である。遺産を取得した相
続人ごとに相続税の基礎控除を適用し，それぞれの取得財産価額に税率
を適用するため，法定相続人の数に関係なく，同額の遺産を取得した者
には同額の税負担となる。そのため，相続税の水平的公平を保つことが
できる。相続が「争続」又は「争族」化しており，相続人関係が個人主
義化している今日では，個々の相続人に対し，各々の担税力に応じた課
税をすることが妥当である。岩下忠吾先生も，「現代においては，新民
法による諸子均分相続，すなわち相続人平等の原則が国民に浸透し，個
人尊重の時代背景から相続人はそれぞれ自らの相続権を主張し，被相続
人の財産に対する相続分を取得することを当然とする考え方がすでに定
着している。このような個人主義的な考え方に基づけば，相続人が分割
により取得した財産に対してそれぞれ相続税を負担すること，すなわち
個々の相続人の担税力に応じて相続税を課税することが自然な流れであ
り，水平的公平を維持することにつながる。」と，明言す
（５５）
る。
しかし，私見によると，課税方式を遺産取得税方式に改めることだけ
では，決して十分ではない。相続税の水平的公平を維持するためには，
相続税の補完税である贈与税のあり方についても見直す必要がある。わ
が国が向き合う少子高齢化社会では，生前贈与を促進し，次世代への財
産の早期継承を図ることが課題である。平成１５年の税制改正では，高齢
化社会の進展に伴い，生前における贈与による資産の移転の円滑化を目
的として，「相続時精算課税制度」を創設した。
この生前贈与を促進することで問題になるのは，多額の財産を孫へ生
前贈与することにより相続税の世代飛ばしという租税回避行為をも促進
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し，相続税の水平的公平の問題が生じることである。加えて，生前贈与
により恩恵を受けるのは，親が富裕層であることが多いため，経済格差
の世代間承継も促進するという問題が生じる。前節で述べたように，こ
れからの少子高齢化社会では，相続財産の世代間継承により，経済格差
がますます大きくなるため，富の集中抑制が重要である。そこで，私見
は，相続税の課税方式として遺産取得税方式を採用するとともに，相続
税と贈与税を統合して一体化課税をする打開策を提言する。
主要国は，相続税と贈与税の一体化課税のために，累積的課税という
仕組みを用いている。その具体的な方法として，① 贈与税と相続税を
併設し，贈与に関しては暦年における取得財産を年度単位で課税し，相
続又は遺贈により財産を取得した際に相続税を課税するほか一定期間の
生前贈与を相続財産に取り込んで累積課税する方法，並びに② 財産取
得者について，相続，遺贈，又は贈与により財産を取得した場合には，
今回の取得財産に前年までの相続，遺贈及び贈与により取得した財産を
合算した課税標準に対する税額から前年までの相続，遺贈又は贈与によ
る取得財産に対して課税した贈与税及び相続税の合計額を控除して一生
累積課税を行う方法の二つがあ
（５６）
る。
本稿で考察したように，実際に遺産取得税方式を採用するドイツで
は，①の仕組みに基づく。贈与税については，過去１０年以内の贈与を蓄
積して課税し，過去の贈与税額を控除する。そして，相続税について
は，相続前１０年以内の贈与を累積し，相続財産と合わせて課税し，贈与
税額を控除する仕組みである。加えて，相続税及び贈与税に共通の基礎
控除金額や税率を規定している。その一方で，遺産税方式を採用するア
メリカ合衆国は，②の一生累積課税の方法を選択している。生涯にわた
る贈与を累積して，遺産と合わせて課税し，過去に納付した贈与税額を
控除する仕組みである。
かつて，第二次世界大戦後のわが国では，シャウプ勧告が提唱した
「累積課税による遺産取得税方式」に基づいて，「一生累積的課税」を
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採用した。しかし，課税庁における実務の煩雑さを主な理由に，この一
生累積的課税はわずか３年と短命であっ
（５７）
た。シャウプ勧告から６０年余り
が経過し，コンピューターの技術革新による事務管理や処理能力に鑑み
れば，再びわが国に累積課税の仕組みを適用することができるのではな
いだろうか。財産を贈与した者は翌年の一定期間までに贈与財産に関す
る資料を課税庁に提出し，一方財産を受領した相続人や受贈者は財産を
取得した翌年の一定の時期までにその取得した財産に関する資料を課税
庁に提出することを義務付ければ，移転財産についての資料を管理する
ことができる。そして，近い将来に導入を検討している納税者識別番号
制度を活用すれば，累積課税がより可能になるのではない
（５８）
か。
私見は，①の贈与税と相続税を併設し，贈与に関しては暦年における
取得財産を年度単位で課税し，相続又は遺贈により財産を取得した際に
相続税を課税するほか一定期間の生前贈与を相続財産に取り込んで累積
課税する方法を提言する。シャウプ勧告が提唱する「一生累積的課税」
は，理想であるが，課税庁において実務の煩雑さを伴うことや，納税者
側において相続税や贈与税の負担が急激に重くなることを考慮すれば，
導入は難しいであろう。
筆者は，相続を取り巻く状況が変化した今，現行制度の法定相続分課
税方式を見なおし，「相続」の本当の意味を考えるべきであると思う。
相続税の１００年を超える軌跡を顧みると，相続税の課税方式の成立過程
には，その時代の社会情勢に沿った揺るぎない課税根拠が存在する。第
二次世界大戦後にシャウプ勧告が提唱した遺産取得税方式は，「富の集
中の抑制」を主たる課税根拠とし，その背景には財閥解体後における財
閥復活防止のための占領政策があった。
これからの少子高齢化社会では，水平的公平や富の集中抑制が一層重
要になる。そのために，相続税の課税方式として「遺産取得税方式」を
導入し，相続税と贈与税を統合して一体化課税とする「期間限定付きの
累積課税方式」を提言する。相続税の課税方式を巡る問題は，社会の相
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続に対する考え方，遺産分割に関する法律と実態，経済社会の高度化や
複雑化の程度，税務行政の能力など様々な観点から検討する必要があ
る。今こそ，原点に戻って，相続税制のあり方を考える時ではないだろ
うか。
おわりに
「相続」には，自分の死後も，残された家族や愛する人々のために，
祖先から受け継いできた財産や自分が生涯をかけて獲得し，蓄積してき
た財産を譲り渡したいという故人の思いが込められている。しかし，個
人主義的な考え方が浸透している今日では，相続人がそれぞれの相続分
を主張し，相続が「争続」又は「争族」になるケースも稀ではない。
この夏，明治，大正，昭和，平成と激動の時代を力強く生き抜いた祖
母が，１００歳の天寿を全うして，安らかにあの世へ旅立った。そして，
四十九日の法要のあとに，祖母の部屋で，家族に宛てた最後の手紙を見
つけた。わずか二行という短い手紙には，「いろいろお世話になり，あ
つく御礼申し上げます。ありがとうございました。 うめより」と，懐
かしい字で，紙いっぱいに記されてあった。「ありがとう」という感謝
の心。目には見えないが，これこそ，祖母が最愛の家族に贈った尊い相
続財産である。
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